
別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

平成28年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

00435 事務事業名 自主防災組織育成事業 担当部署 総務部防災・庁舎建設課 電話 652

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 災害対策基本法第５条第２項、自主防災組織等活動助成金交付要綱

事務事業開始年度 平成14年度

個別計画等 北広島市地域防災計画〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

１ 総合計画体系

（第   3  章） 美しい環境につつまれた安全なまち

（第   4  節） 防災体制の充実

（施策   2　） 自主防災組織の充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

２ 対　　象 市内の自治会、町内会等

３ 目的と内容

大規模な災害発生時においては、住民自ら相互に協力し、災害に対処することが求められていることから、地域にお
ける自主防災組織の設立を促進し、組織の育成を図るとともに、地域における防災活動を担う人材育成を実施する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
7
年
度
ま
で

●自主防災組織の必要性を啓発するため、町内会・自治会への出前講座等を実施
●組織の育成及び活動の促進を図るため、自主防災組織等が行う防災訓練、資機材の購入などの防災活動に対し
て助成金を交付
●地域防災力を高めるため市民、防災リーダーを対象とした地域防災講座を開催

2
8
年
度

●自主防災組織の必要性を啓発するため、町内会・自治会への出前講座等を実施
●組織の育成及び活動の促進を図るため、自主防災組織等が行う防災訓練、資機材の購入などの防災活動に対し
て助成金を交付
●地域防災力を高めるため市民、防災リーダーを対象とした地域防災講座を開催

出前講座
要綱に基づく助成
地域防災リーダー研修

出前講座　24回
要綱に基づく助成　11件
（406千円）
防災映画鑑賞会（9/11）

出前講座
要綱に基づく助成
地域防災リーダー研修

出前講座
要綱に基づく助成
地域防災リーダー研修

出前講座
要綱に基づく助成
地域防災リーダー研修

【評価結果・評価コメント】

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 平成29年度に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
２次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続

東日本大震災・熊本地震や市内特別警報発令による避難勧告（平成26年9月11日）によって市民の
防災に対する意識は高まっており、地域において自主防災活動への取り組みが進められている。災
害時においては、自主防災組織の果たす役割が大きいことから、今後も出前講座等による啓発のほ
か、防災活動に対して助成金の交付を行い、組織の結成及び育成を図る。

２ 次 評 価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

0 0

道支出金 0 0 0 0

決算額、当初予算額又は推進計画額 435 801 854 854

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 0 0

地方債 0 0 0 0

その他特財 0 0 0 0

一般財源 435 801 854 854

 ① 合　計 435 801 854 854

9,000

 ④ ＝②×③ 4,500 4,500 4,500 4,500

人　件　費

② 人　数（年間） 0.50 0.50 0.50 0.50

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

総事業費①＋④ 4,935 5,301 5,354 5,354

指　　　　標　　　　名 単位 平成27年度 平成28年度

② 目標値

平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

①地域防災講座 目標値
回

1 1 1 1

実績値

実績値 1

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

75 75
【自主防災組織加入世帯数/市内全世帯数*100】 実績値 70.6

成
果
指
標

自主防災組織率 目標値
％

75 75

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

災害時の被害を最小限にするためには、地域全体で災害に対処する組
織が必要であり、その結成時期及び育成の初期段階においては、行政
が積極的に関与すべきである。また、当該補助は、補助対象経費の半
額助成であり、町内会等の規模に応じた限度額を設けていることから、
現行補助は妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減
について具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

2
当該補助に係る手続きを簡素化するなど、随時補助制度を見直すこと
により、申請者及び市側の事務量軽減を図る余地はある。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

2

東日本大震災以降、市民の意識、町内会の活動において防災がキー
ワードになっており、本市の自主防災組織率も少しずつではあるが高く
なってきている。今後も防災組織未結成の町内会等に対して、組織化に
向け、出前講座等による働き掛けのほか、助成制度の活用を周知する
必要がある。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3
地域防災活動を支援するための助成金の交付は、自主防災組織の結
成・育成に資するものであることから、組織の活動支援にあたっては、
効果的な方法だといえる。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 435-1 ＜継続用＞

事務局の状況
（27年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（27年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 154戸 （28年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

町内会組織活動全般

 交付先団体等の
 活動内容

町内会組織活動全般（防災活動、生活環境の整備、会員相互の親睦など）
自主防災活動の促進を図るため、防災資機材を整備

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市自主防災組織等活動助成金

交付先の名称
及び代表者名

里見町５・６丁目自治会 設立年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 100

町内会充当 224

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 26年度 (決算) 27年度 (決算) 28年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 0 324 0

支　　出

事業費 324

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 31

支　出　合　計 （Ｃ） 0 324 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 31

補助・交付金の算出根拠 事業費×1/2　（千円未満切り捨て　限度額100千円）

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
防災資機材購入事

業

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 324



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 435-2 ＜継続用＞

事務局の状況
（25年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（25年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 650戸 （28年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

町内会組織活動全般

 交付先団体等の
 活動内容

町内会組織活動全般（防災活動、生活環境の整備、会員相互の親睦など）
自主防災活動の促進を図るため、防災資機材を整備

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市自主防災組織等活動助成金

交付先の名称
及び代表者名

柏葉台町内会 設立年 平成11年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 65

町内会充当 66

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 26年度 (決算) 27年度 (決算) 28年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 0 131 0

支　　出

事業費 131

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 50

支　出　合　計 （Ｃ） 0 131 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 50

補助・交付金の算出根拠 事業費×1/2　（千円未満切り捨て　限度額100千円）

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
防災資機材購入事

業

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 131



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 435-3 ＜継続用＞

事務局の状況
（26年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（26年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 1,480戸 （28年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

町内会組織活動全般

 交付先団体等の
 活動内容

町内会組織活動全般（防災活動、生活環境の整備、会員相互の親睦など）
自主防災活動の促進を図るため、防災資機材を整備

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市自主防災組織等活動助成金

交付先の名称
及び代表者名

第４住区自治連合会 設立年 昭和47年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 12

町内会充当 14

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 26年度 (決算) 27年度 (決算) 28年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 0 26 0

支　　出

事業費 26

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 46

支　出　合　計 （Ｃ） 0 26 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 46

補助・交付金の算出根拠 事業費×1/2　（千円未満切り捨て　限度額200千円）

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
防災資機材購入事

業

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 26



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 435-4 ＜継続用＞

事務局の状況
（26年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（26年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 65戸 （28年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

自治会組織活動全般

 交付先団体等の
 活動内容

自治会組織活動全般（防災活動、生活環境の整備、会員相互の親睦など）
自主防災活動の促進を図るため、防災資機材を整備

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市自主防災組織等活動助成金

交付先の名称
及び代表者名

広葉町３丁目町内会 設立年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 4

町内会充当 6

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 26年度 (決算) 27年度 (決算) 28年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 0 10 0

支　　出

事業費 10

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 40

支　出　合　計 （Ｃ） 0 10 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 40

補助・交付金の算出根拠 事業費×1/2　（千円未満切り捨て　限度額50千円）

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
防災資機材購入事

業

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 10



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 435-5 ＜継続用＞

事務局の状況
（26年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（26年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 147戸 （28年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

自治会組織活動全般

 交付先団体等の
 活動内容

自治会組織活動全般（防災活動、生活環境の整備、会員相互の親睦など）
自主防災活動の促進を図るため、防災資機材を整備

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市自主防災組織等活動助成金

交付先の名称
及び代表者名

高台町３・４丁目自治会 設立年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 3

町内会充当 5

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 26年度 (決算) 27年度 (決算) 28年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 0 8 0

支　　出

事業費 8

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 38

支　出　合　計 （Ｃ） 0 8 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 38

補助・交付金の算出根拠 事業費×1/2　（千円未満切り捨て　限度額200千円）

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
防災資機材購入事

業

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 8



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 435-6 ＜継続用＞

事務局の状況
（26年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（26年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 854戸 （28年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

自治会組織活動全般

 交付先団体等の
 活動内容

自治会組織活動全般（防災活動、生活環境の整備、会員相互の親睦など）
自主防災活動の促進を図るため、防災資機材を整備

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市自主防災組織等活動助成金

交付先の名称
及び代表者名

大曲南ヶ丘町内会 設立年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 71 25

町内会充当 71 26

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 26年度 (決算) 27年度 (決算) 28年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 142 51 0

支　　出

事業費 142 51

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 50 49

支　出　合　計 （Ｃ） 142 51 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 50 49

補助・交付金の算出根拠 事業費×1/2　（千円未満切り捨て　限度額200千円）

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
防災資機材購入事

業
防災資機材購入事

業

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 142 51



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 435-7 ＜継続用＞

事務局の状況
（26年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（26年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 114戸 （28年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

自治会組織活動全般

 交付先団体等の
 活動内容

自治会組織活動全般（防災活動、生活環境の整備、会員相互の親睦など）
自主防災活動の促進を図るため、防災資機材を整備

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市自主防災組織等活動助成金

交付先の名称
及び代表者名

大曲東栄町内会 設立年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 17

町内会充当 19

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 26年度 (決算) 27年度 (決算) 28年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 0 36 0

支　　出

事業費 36

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 47

支　出　合　計 （Ｃ） 0 36 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 47

補助・交付金の算出根拠 事業費×1/2　（千円未満切り捨て　限度額200千円）

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
防災資機材購入事

業

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 36



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 435-8 ＜継続用＞

事務局の状況
（26年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（26年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 185戸 （28年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

自治会組織活動全般

 交付先団体等の
 活動内容

自治会組織活動全般（防災活動、生活環境の整備、会員相互の親睦など）
自主防災活動の促進を図るため、防災資機材を整備

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市自主防災組織等活動助成金

交付先の名称
及び代表者名

大曲桜ヶ丘町内会 設立年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 100

町内会充当 197

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 26年度 (決算) 27年度 (決算) 28年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 0 297 0

支　　出

事業費 297

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 34

支　出　合　計 （Ｃ） 0 297 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 34

補助・交付金の算出根拠 事業費×1/2　（千円未満切り捨て　限度額200千円）

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
防災資機材購入事

業

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 297



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 435-9 ＜継続用＞

事務局の状況
（26年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（26年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 7名（里見町５・６丁目自治会　154世帯） （28年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

里見町５・６丁目住区及びその近隣住区内の住民ボランティア団体として、里見緑地の環境整
備・保全と地域活性化に寄与することを目的とする。

 交付先団体等の
 活動内容

防災訓練
災害時の防災活動
里見町５・６丁目自治会の防災活動の支援等

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市自主防災組織等活動助成金

交付先の名称
及び代表者名

里見緑地を守る会・どんぐり 設立年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 50

町内会充当 51

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 26年度 (決算) 27年度 (決算) 28年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 0 101 0

支　　出

事業費 101

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 50

支　出　合　計 （Ｃ） 0 101 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 50

補助・交付金の算出根拠 事業費×1/2　（千円未満切り捨て　限度額200千円）

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
防災資機材購入事

業

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 101



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表
補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 435-10 ＜継続用＞

事務局の状況
（26年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（26年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 226戸 （28年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

自治会組織活動全般

 交付先団体等の
 活動内容

自治会組織活動全般（防災活動、生活環境の整備、会員相互の親睦など）
自主防災活動の促進を図るため、防災資機材を整備

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市自主防災組織等活動助成金

交付先の名称
及び代表者名

大曲みどりの里町内会 設立年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 30

町内会充当 32

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 26年度 (決算) 27年度 (決算) 28年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 0 62 0

支　　出

事業費 62

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 48

支　出　合　計 （Ｃ） 0 62 0

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 48

補助・交付金の算出根拠 事業費×1/2　（千円未満切り捨て　限度額200千円）

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
防災資機材購入事

業

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 62


